
別表（第２条関係）  

 

補 助 事 業 名  プラスチック包装削減モデル事業    

補 助 事 業 の 目 的  

プラスチック包装の原料となるナフサが高騰・供給不足となっ

た社会的背景を機に、脱プラスチック化に向けた取組を促すた

め、食料品のプラスチック容器包装の非ナフサ由来代替素材への

転換や量り売り販売への転換を行おうとする小売店等を支援し、

資源循環のモデルとして発信することを目的とする。  

補 助 事 業 の  

対 象 と な る 者  

１  現在プラスチック容器包装を使用して食料品を提供してい

る小売業者又は卸売業者であって、容器包装を非ナフサ由来代

替素材（紙、木、生分解性プラスチック等）に転換しようとす

る事業者  

※ 県内の事業所で食料品を包装し、提供する事業者に限る。  

 ※ １法人あたり３事業所以内に限る。  

２  現在プラスチック容器包装を使用して食料品を提供してい

る小売業者であって、量り売り資材を導入して販売しようとす

る事業者  

※ 県内で食料品を提供する事業者に限る。  

補 助 事 業 の  

 

対 象 と な る 経 費  

１ プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業  

  従来使用しているプラスチック容器包装と転換後の非ナフ

サ由来代替素材容器包装の経費（消費税等相当額を除く。）の

差額  

 ※ 容器包装とは、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促

進等に関する法律（容リ法）第２条第１項に定める容器包装

をいう。  

 ※ 同等の食料品に係る容器包装の転換に限る。  

※ 最大１年間の使用量に相当する量を上限とする。  

※ 交付決定通知があってから令和９年２月末までに支払った

経費を対象とする。 

２ 量り売り販売への転換支援事業  

量り売りへの転換に必要な資材等の購入等（計量器、ディス

ペンサー、レジ、プリンタ、衛生設備、冷蔵ケース、据付、運

搬、システム設置等）に要する経費  

※ 交付決定通知があってから令和９年２月末までに支払った

経費を対象とする。  

補 助 率  

１ プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業  

 定額（上限額 1,000 千円） 

２ 量り売り販売への転換支援事業  

  １／２以内（上限額 1,000 千円） 

補 助 金 の 額  予算の範囲内  

適 用 除 外 す る 条 項  なし 

そ の 他 の 事 項  なし 



別  に  定  め  る  事  項 

 

関 係 条 項  内               容  

 

第  ３  条    

（添付書類）  

【プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業】  

１  プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業計画書  

（別添様式１－１）  

 ２  積算根拠書類  

ア  費用の差額（過去６箇月以内の容器包装プラスチック購入に

係る領収書の写し及び代替素材購入に係る見積書により算出）  

イ  １年間の使用量（過去３箇月の売り上げ実績等により算出）  

【量り売り販売への転換支援事業】  

１  量り売り販売への転換支援事業計画書（別添様式１－２）  

２  積算根拠書類（量り売り資材購入に係る見積書により算出）  

【両補助制度共通】  

定款または規約  

 （指定期日）  

別途通知する。  

第 ７ 条  第 １ 項  

 （軽微な経費配分の変更）  

補助対象経費の各配分額のいずれか低い額の 30％以内  

 （軽微な事業内容の変更）  

次に掲げる変更以外の変更  

事業内容の新設、廃止  

 （添付書類）  

第３条の添付書類に準じる。  

 （指定期日）  

別途通知する。  

第 ９ 条  第 １ 項  
 （報告事項等）  

必要が生じたときは別途通知する。  

第  1 1  条 

 （添付書類）  

【プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業】  

１  プラスチック容器包装の代替素材転換支援事業実施結果報告書  

（別添様式２－１）  

２  代替素材購入に係る領収書の写し  

【量り売り販売への転換支援事業】  

１  量り売り販売への転換支援事業実施結果報告書  

（別添様式２－２）  

２  量り売り資材購入に係る領収書の写し  

（指定期日）  

令和９年２月 28 日  

 

 

 

 

 

日のいずれか早い日とする。  

 

第 1 9 条  第 １ 項  

 （処分制限期間）  

【量り売り販売への転換支援事業】  

飲食料品小売業用設備  ９年  

 


